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Ⅰ　はじめに

GBI（Good Business Initiative）はリーダーシ
ップとならんで本学経営学部の研究・教育制度の
根幹をなすものである 1。すでに立教大学経営学
部は『善き経営：GBI の理論と実践』（丸善雄松
堂，2016 年）を刊行しており，GBI の意義につ
いては一定の社会的了解を得ている。GBI のさら
なる発展のためには，基礎理論の開発および教育
実践のプログラム開発が必要である。本稿はその
ための基礎理論に貢献することをめざすものであ
る 2。

ただし本稿は筆者個人の考察であり，筆者の専
門領域の関係から，本稿における「グッドビジネ
ス」の視座は経営戦略論，経営組織論の範囲内
にとどまる。本稿は GBI をめぐる理論上の意義，
アプローチなどの諸問題の提起のためのもので
あり，エビデンスベースの systematic literature 
review や統計的実証研究の準備段階にある考察
である。

Ⅱ　課　題

経営学の基礎理論は建築に例えるなら家の土台
作りであり，その上の実践を支えるものである。
日本企業が得意とする「もの造り」のプロセスで
言えば R&D のリサーチの部分であり，それに続
く製品開発が成功するかどうかの基礎をなしてい
る。

GBI の基礎理論の課題は二つある。（A）これ
までの「グッドビジネス」に関する膨大な研究資
料を読み込み，独自の企業モデル（数式）を構築
する。（B）その企業モデルをさまざまなデータ
セットによって統計的に実証する。

こうした研究の結果，GBI モデルが（1）アン
グロサクソン型マネジメントと日本型マネジメン
トの実証的な比較研究，（2）たとえば製造業と流
通業の実証的な比較研究，（3）企業の規模（資本
金，雇用者数）別の比較研究，などに有用なツー
ルとなる。CSR 研究でしばしば行われてきたよ
うに，目的変数は企業のパフォーマンスないし生
産性をとると，説明変数とモデレーターの選択は
多様であり，何らかの意味での社会性あるいは

「グッドビジネス」性が考えられよう。また A 社
の業績が個別企業の社会性から由来するのか，業
界全体のビジネスサイクル（在庫調整サイクルか
らマクロな景気変動まで）によるのか，ある程度
見当をつけるためにも一般的な重回帰分析のみな
らずマルチレベル分析やイベントヒストリー分析
のような手法も考えられる。

いずれにせよ，新古典派の標準的な企業モデル
より幅の広い，社会的価値と経済的価値を組み入
れた企業モデルを構築する前に，GBI にとっての
企業の概念を明確にしなければならない。

Ⅲ　アプローチ

本稿は上記の（A）の準備作業である。先行業
績のレビューと言えば簡単なようであるが，わ
れわれにとって実際には二つの難問がある。第一
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に，「グッドビジネス」の先行研究ともいうべき
「企業と社会」，「ステークホルダー論」および「企
業の社会的責任，CSR」についての先行業績は学
際的（経済学はもちろんであるが，財務管理論，
コーポレート・ガバナンス論，法と経済論，ビジ
ネス倫理学，意思決定論，経営戦略論，マーケテ
ィング論，生産オペレーション経営論，人事管理
論，環境経営論，国際経営論，政府規制との関連
から政治学や行政学のジャーナルなど）であり，
経営学の一つの領域に収まらないのはもちろんの
こと，経済学，法律学，政治学，社会学，心理学
などの隣接領域の文献（ジャーナル）を調べる必
要がある。「グッドビジネス」はコンプライアン
スを守ることだと単純に定義することはできな
い，より包括的な問題提起なのである。トップジ
ャーナルだけを 2000 年以降に限って調べてみて
も，膨大な先行研究が見いだされる。

また先行研究のレビューはリサーチの基本作
業であるが，近年，経営学におけるレビューの
方法に活発な問題提起がなされている。これは
レビューを含むアプローチそのものへの問題的で
もあるが，方法論では Evidence-Based あるいは
Systematic Literature Review（SLR）などの議
論が盛んに議論されている。これまでのレビュー
は，しばしば先行研究を主観的に整理して持論に
ひきこむようなバイアスがかかることがあった。
こうしたレビューは，エビデンスベースの客観的
で統合性のあるレビューにとってかわられる必要
があるという SLR の主張は，しばしば医学の領
域のレビューと比較される 3。

SLR の議論の一部を紹介すると，医学は「収
束的」（convergent）であるのに対して経営学
は「発散的」（divergent）な学問（discipline）
である。医学研究のリサーチクエスチョンが

「high consensus over research questions」であ
るのに対して経営学は「low consensus」である

（Tranfield, Denyer and Smart, 2003）。最先端の
未解決のテーマがグローバルに存在する医学に対
して，経営学は国や研究機関あるいは個人レベル
でもお互いに理解できる研究テーマは少ない。そ
の理由は，医学には「病気と死亡を減らすこと，
そして健康を改善すること」という明確な政策目
的があるが，経営学にはそういった普遍的な政策
目的が存在せず，いわば複数の目的が「multiple 

and competing」であって時間とともに変化する
からである。こうして先行研究のレビューも，医
学 で は「systematic review and meta-analysis」
の方法をとるのに対して経営学では「largely 
narrative reviews」という恣意性の強いアプロー
チになる（Tranfield, Denyer and Smart, 2003：
213）。

経営学におけるレビューの恣意性，すなわち
バイアスは企業の社会的責任や「グッドビジネ
ス」のような価値的なテーマを扱う場合とくに留
意すべき点である。企業の目的や役割を根本から
問い直そうという「グッドビジネス」領域の研究
は，これまで深刻なトレードオフに直面していた

（Porter and Kramer, 2011）。企業は経済的価値
を極大化して，その富を社会に分配すればいいと
いうシンプルで狭い資本主義論が広く普及してい
たからである。

1970 年代風に，企業の責任は株主への価値最
大化であって，それ以外の活動は株主への配当
を減らすことになるから，経営者は株主（出資
者，プリンシプル）を裏切ることになると言い
切ってすむ時代もあった。1950 年代の初期ピー
ター・ドラッカーの著作にも時代的制約が見ら
れる。彼は「市民社会」を前提にして，「制度

（institution）」としての企業を想定した。したが
って，市民が株を買えば株主になり，市民が工場
に勤めれば従業員になって，結局は企業はゴーイ
ング・コンサーンとしてビジネスに専念すると同
時に，市民社会の制度として社会に貢献するとい
うロジックを展開できた。

しかし 21 世紀になった今日，グローバル化し
た環境の中で活動するグローバル企業は，多層的
なステークホルダーが多様な価値観を持ちこんで
運営されている。1950 年代の米国市民社会のよ
うな一枚岩の「市民層」は存在しない。グローバ
ル企業の中で働く人々は，世界中のローカルな価
値観を組織に持ちこんでいる。「あなたはなぜこ
の企業で働いていますか？」と彼らに問うとすれ
ば，彼ら一人ひとりが各人それぞれの答をするだ
ろう。従業員と組織の関係性が多様化したという
ことは，彼らそれぞれの取引（雇用契約）が多様
化したことを意味する。

また今日の株主というステークホルダーを考
えても，グローバルに分散されている。しかも
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1980 年代以降急速に発展した金融工学によって，
彼らは多様なポジションをとっている。ヘッジフ
ァンドから年金系機関投資家あるいは個人投資家
まで，すべての株主にベネフィットをもたらす収
斂的な解決策は存在しない。ある企業の株・社債
やある国の通貨に対しての評価と期待は，ショー
トポジションで待ち構えているヘッジファンドと
国内メインバンクや年金基金では正反対の場合も
あろう。

比較的画一的な日本の「社員＝従業員」という
ステークホルダーも多様化した。1980 年代まで
の日本企業の従業員ならば，ステークホルダーと
して均一的な利害関係に縛られ，守られていた。
しかし今日では非正規従業員が増加し，「従業員」
の多層化が進んだ。1990 年代後半，金融危機の
教訓から，日本企業は正社員（固定費）を削減し
てできるだけ身軽になる方法を採用してきた。内
部留保は膨らみ，設備投資のビンテージは長くな
ってしまった。そして何より正社員に引き継がれ
るべき内部技術が劣化（ないし流出）したことは，
日本製造業（一般）の大きなダメージとなり，マ
クロ経済のデフレ脱却を阻んでいる。

こうして，日本の産業だけを考えても，歴史的
経緯があってステークホルダーは多様化し，簡単
に「企業の社会的責任」を定義することができな
いのである。

議論をまとめると「good business」が良いこ
とは一般論として認められている。しかしそれが
認められるのは「bad business」よりも良いとい
う趣旨であって，問題は，誰にとって，どのくら
い良いのかについての定義である。それぞれの立
場によって内容が異なる概念は経営学にはたくさ
ん存在するが，「グッドビジネス」の場合もそれ
を客観的に精査し，エビデンスベースにレビュー
する必要がある。Systematic Literature Review

（SLR）のメリットは，経営学のように研究対象
がそのときどきのマクロ経済事象に左右され，移
り変わる研究分野では，そのつど出てきた新語を
客観的に精査するためにも適している。最終的に
は，SLR は統計解析のための変数を割り出して，
パス図の予想を立てる論文もあるが，そこまで相
関関係を図示できなくとも，インターディシプリ
ナリーに広義に使われる概念を何らかの基準を見
いだして分類することで future research の基礎

になる。
以上，GBI の基礎理論を構築するために必要な

アプローチを検討した。ただし，従来の実証研究
や歴史研究あるいはケーススタディが不要になる
と言うのではない。「good business」という特殊
に，社会的な多様な価値観が対象に含まれる（す
なわち「good」とは誰にとって，どれくらい？）
研究テーマゆえに，そのアプローチも客観的に精
査できるものでなければならないと述べたのであ
る。

Ⅳ　GBI の研究範囲

先 に 述 べ た SLR や evidence-based manage-
ment の議論の背景には，「理論と実践」（theory 
and practice）の問題意識がある。医学は治療行
為という実践のために理論を研究している。それ
に対して経営学の理論はどれくらい実践に役立っ
ているだろうか，という問題意識である。GBI も
この問題意識を共有する。GBI ないし企業の社会
性の重要さについての批判者は，その議論の実践
性を軽視する傾向がある。

経営学における理論と実践の問題は，具体的な
場面では経営者と経営戦略策定における問題に集
約される。これについて経営戦略論の Kenneth 
R. Andrews（1989）4 が述べていることが印象深
い。

Andrews によれば，もし新古典派経済学が
想定するように，市場参加者の自己利益（self-
interest）の追求が見えざる手（the invisible 
hand）によってうまく調整されるならば，企業
の倫理的政策は無意味なものになる。その結果，
経営者は自己利益の最大化のために活動し，競
争に勝つためにどんな手を使っても競合他社を
出し抜こうとするだろう。経営活動（managerial 
activity）の成果には，短期的に数値化できる
成果と質的なものや将来もたらされる成果の二
つがある。「見えざる手」を信じるなら，経営
者は短期的に数値化できる成果に集中するに違
いない。しかし企業を，他の団体（従業員，顧
客，地域社会など）に責任ある社会経済的制度

（socioeconomic institution）と定義すると話は異
なる。倫理性を持つ経営者は，新古典派経済学を
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尊重するが，それは経営上の部分的な有効性し
か持たないと考えるだろうと Andrews（1989：
101）は論じている。

この議論は「グッドビジネス」にも応用でき
る。すなわち Andrews によれば，ビジネスの倫
理的政策には次の三つの要因がある（Andrews 
1989：100-101）。
（1）経営者の個人的な資質・性格
（2） 所与の環境と条件において何が正しいかを

きちんと見極める自信
（3） 不確実な状況において決定できるタフな精

神（tough-mindedness）
そして Andrews は，企業の組織規模が個人

リーダーによる直接的な影響ができる範囲を超え
たとき，また組織が地理的に分散したとき，経営
者個人の問題ではなく各事業部のプロフィットセ
ンターの事業部長レベルの問題になるとも述べて
いる。

われわれの課題にとって Andrews の議論の意
義は，「グッドビジネス」研究の視座を今日的な
文脈で経営戦略論の視点から明確にした点にあ
る。ここで仮説としてこれまでの議論を整理して
おこう。

仮説 1　 企業が非経済的目的のために活動する
「倫理的」行動をとる場合，その要因
はまず個人（経営者）である。経営者
の属人的な価値観のうちビジネスにお
ける社会に対する態度が倫理的である
場合，つまり「見えざる手」を部分的
に尊重するが企業を「社会経済的制度」
として認識する場合，企業は「グッド
ビジネス」の戦略を採用する傾向があ
る。

仮説 2　 企業の組織規模が，経営者個人の目の
届く範囲を超えたとき，企業の「倫理
性」は各事業部の担当者の個人的倫理
観に依存するようになる。（変数とし
ての組織規模および組織構造）

仮説 3　 企業がオフショアリングによって，海
外に直接投資（証券による間接投資は
この場合考えない）したとき，企業の
戦略はグローバルな価値の多様性に影
響される。現地のステークホルダー

（顧客，株主，従業員，現地政府，地域社会）
と企業本社（HQ）のつなひきは，本社のコー
ディネーション能力に依存する。企業が各地域
で実現すべき「倫理的責任」は多様化する 5。

（コーディネーション・コストという変数）

今日の企業がグローバルな環境の中で活動する
以上，こうした価値の分散化・多様化は避けるこ
とができない。ダイバーシティ・マネジメントと
はこのような状況にいかに対応するかの経営戦略
の議論であり，「グッドビジネス」もまたその議
論の基礎をなす領域である。

次に，組織マネジメントに関してどのような研
究範囲が考えられるのであろうか。Tari（2011）
は品質管理論の視点から社会的責任マネジメント
を考察している。すなわち品質管理と社会的責
任（quality management and social responsibil-
ity）の並列関係を Systematic Literature Review 

（SLR）によって確認している。ここでいわれる
quality management とはリーダーシップ，顧客
フォーカス，サプライヤーマネジメント，従業
員マネジメントにおける具体的なプラクティス
を意味する。それは ISO などの環境基準に対す
る態度にも関連する。またここでいわれる social 
responsibility とは従業員の倫理的行動や社会的
視点などを指す。この研究は六つのトップジャー
ナルを対象にコンピューターのデータベースに用
語検索をかけて，企業の品質管理が社会的責任に
も影響を及ぼす様子を観察した。レビューと分析
の結果，品質管理の施策が従業員の倫理的行動
と社会的責任の態度を促進するような企業文化

（corporate culture）を創造する可能性があるこ
とが分かった。また，社会的責任を志向する経営
は従業員のための施策や顧客との長期的な関係づ
け（customer relationship management）あるい
はサプライチェーン・マネジメントなどの測定シ
ステムを持っているといった，社会的責任と品質
管理の相関関係もみられた。

結局，Tari（2011）の重要な結論は社会的責任
を果たすような企業は，すでに企業内にそのため
のコンピテンスを有しているということである。
品質管理のコンピテンスを鍛えていくと，企業に
はさまざま要素を調整し，補完する能力が必要に
なる。この調整・補完能力がまず先に備わってい
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て，それから社会的責任の戦略を採用できるので
ある。

仮説 4　 非経済的価値の追求を含む「グッドビ
ジネス」を実施できる企業は，組織内
部に人事管理やマーケティングあるい
はサプライチェーン・マネジメントな
どの様々な補完的システムをコーディ
ネーションする能力が備わっている。
数値化し，測定するためのケイパビリ
ティと社会的責任を果たすケイパビリ
ティはポジティブな相関性がある。

これは組織論の制度派のいう「補完性」の議論
と重なる。たとえば日本企業の人事制度は技術蓄
積の制度（生産管理）と補完性があるし，日本の
メインバンク制度は日本のもの造りにおけるイノ
ベーション制度と補完性がある。ある企業の「グ
ッドビジネス」を測定する場合，その背景にある
補完的制度を探求する必要がある。Tari（2011）
の結論は，自社内のことをきちんとできない組織
が自社外のことに責任ある行動をとれるわけがな
いという常識的知見から納得できる。また「グッ
ドビジネス」とは誰にとって「グッド」なのかと
いう疑問にも，ある程度の推測を可能にしてくれ
る。

顧客管理のレベルや従業員満足度と企業の社会
的責任行動は正の相関があるかもしれない。サプ
ライチェーンの問題は，その企業にとって直接的
な「社会的かつ経済的」責任の範囲に入る。その
場合，国や組織規模においてどのようなモデレー
ターが必要なのか，研究者によって想定する変数
は多様であろう。

Ⅴ　GBI と組織論・戦略論

1　組織論の視点

組織論では，1960 年代から組織構造論の研究
が蓄積された。コンティンジェンシー理論につ
いてここで詳論する余裕はないが，図 1 の“（1）
Contingency Theory”に示したように，その中
心的な変数は「環境と組織構造」の相関であった。
その際，環境とは主に生産技術のことを指した。
1970 年代になるとこのテーマは統計的に分析さ
れるようになり，技術特性，組織規模，組織階層，
公式化などが緩和変数となった。当時は，技術革
新への社会的関心が高く，それを生み出す母体と
しての巨大組織への期待も大きかったのである。
それだけに文献は膨大である。

21 世紀のわれわれが「グッドビジネス」を論
じるためにこの研究を再活用できるのは，少なく
ともグローバル企業の中に多様な価値観が入り込
むことを実証する場合である。著名な論文が多い
中で Child（1973）をここでとりあげる理由は，
そこに統計的に検討された組織規模と組織の公式
化・集権化のデータがあるからである。組織がど
のような要因によって官僚制化するかについて統
計的な研究を行い，その一つの媒介変数として
専門家による組織の複雑化が実証された（Child, 
1973）。

今日のグローバル企業は，各国の制度（会計，
法を中心とした）に適応するために多様な専門家
を雇用する。それは多様な価値観と手続き的ルー

図 1　組織と経営戦略論

環境

戦略

競争優位

資源＆能力

組織

（1）Contingency Theory（3）Competitive Strategy

（4）Resource-Based View

（2）Contingency Strategy
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ティンを組織内部に持ちこむことを意味する。し
かも専門家，たとえば各国の税法や貿易実務につ
いての専門家のルーティン（およびルーティンに
内在している価値観）はビジネスプロセスのコア
領域で機能する重要なルーティンである。本国本
社の経営者が白と言っても，専門家が黒と言えば
その業務は続けることができない。企業の中に階
層序列（タテの権限関係）に匹敵する，場合によ
ってはそれを越えたヨコの権限関係が入り込むの
である。「グッドビジネス」とはグローバル企業
の本国だけでなく進出先国のステークホルダーも
含む概念である。

前ページの図 1 は，組織を軸にしてこれまで
の経営戦略論の流れを示したものである。（1）
Contingency Theory が以上のような社会学的あ
るいは心理学的傾向が強いものであるのに対して，

（2）Contingency Strategy は Alfred Chandler, 
Jr. を示している。「組織は戦略に従う」と彼が経
営史的に示したのは「戦略と組織構造」の関連
であり，ここでフォーカスされたのは多角化戦略
と事業部制組織の関連だった。Chandler の業績
は組織論と戦略論のまさに古典であり，その後の
Williamsonらの取引コスト理論の組織経済学に決
定的な影響を与えた。（3）Competitive Strategy
は 1980 年代の Michael Porter の競争戦略論にお
ける，いわゆる環境分析，業界分析におけるフォー
カスを示している。（4）Resource-Based View は
1990 年代以降の組織内部の資源と能力（resource 
and capability）への注目を示している。それぞれ
の視点から「グッドビジネス」が論じられるが，
ここではポーターをとりあげる。

2　戦略論の視点：外部分析

戦略論の視点から「グッドビジネス」について
の貢献は増加中である。本稿では，経営戦略論の
ロジックを説明するのではなく，戦略論がどのよ
うにして社会的価値の分野に貢献しているかを検
討する。図 2「経済的価値＆社会的価値（Beyond 
Trade-Offs）」はこの分野で最大の影響力を持つ
と言われる理論（共通価値の創造，CSV）の考え
方を表したものである。

横軸は，企業の非経済的価値（総じて社会的価
値）追求の議論における伝統的なトレードオフを
示している。企業の存在価値・目的は，「経済的
価値」すなわちビジネスを通じた利益を追求する
ことのみであるという Milton Friedman に代表
される考え方は，今日，新古典派経済学の基本モ
デルである。その意味で標準的な企業モデルであ
ると考えられよう。一方で，企業は「社会的価値」
も追求しなければならないという企業像もある。
一つの典型が 1980 年代からの Edward Freeman
によるステークホルダー理論である。社会的責任
論は「社会的価値」創造を企業に問うという意味
で「社会的価値」追求であり，それはトレードオ
フとして認識されてきた。経済的価値を最大化し
たい企業にとって，社会的価値に貢献することは
いわば税金と同様に消極的に対処されてきた。

この横軸に対して，Porter and Kramer（2011）
はトレードオフの解消を提唱した。すなわち縦軸
をとって，下に「企業への抑圧」，上に「企業の
イノベーションと成長」を想定すると，彼らの主
張を整理できよう。共通価値（shared value）の
理論をその背景まで踏まえて要約するには紙面が

図 2　経済的価値＆社会的価値 （Beyond Trade-Offs）

（Porter and Kramer, 2011, Creating Shared Value, HBR Jan-Feb, 62-77. に基づき筆者作成）
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足りないが，今日，CSR 経営を批判した「グッ
ドビジネス」論において主流となっている重要な
理論なので，以下，そのコア部分を引用しておき
たい。

「企業と社会［business and society］は，あ
まりにも長い間，敵対関係にあった。・・・

（中略）・・・新古典派経済学［neoclassical 
thinking］によれば，安全や障害者の雇用
など，社会基盤を整備しなければならない
場合，企業には制約［constraint］が課され
るという。理論的にはすでに利益の最大化

［maximizing profits］を実現している企業に
制約を課すことで，必然的にコストが上昇
し，その利益は減少することになる。これと
関連するのが，『外部性』［externalities］の
概念である。結論は同じである。企業が本
来ならば負担しなくてもよい『社会的費用』

［social costs］（環境汚染など，社会が負担さ
せられる費用）を生み出すと，外部性が生じ
る。すると，社会はこのような外部性を『内
部化する』［internalize］ように，企業に対
して税金や規則，罰則を課さなければならな
い。」（Porter and Kramer, 2011：64-65．邦
訳：11-12）

Porter and Kramer（2011）は，こうした理論
が実務（政策と戦略）に影響して「偏狭な資本主
義」を作ってきたという。企業は社会問題を解決
できないとの理論から，政府は外部性を内部化す
るように課税したり，規制や罰則の対象としてき
た。経営者にとっては CSR プログラムがその役
目を果たしてきた。CSRは「外圧」の結果であり，

「必要経費」にすぎず「株主の金を無駄づかいし
ているだけであると見る」（Porter and Kramer, 
2011：65．邦訳：12）傾向が強い。

こういう考え方には，経済的利益か社会的貢献
かのトレードオフがあるが，共有価値（SV）は，
企業が経済的価値と同時に社会的価値を創造す
るという発想に立っている。なぜなら企業の競争
力はその拠って立つ地域社会の健全さと不可分の
関係にあるからである。彼らが，企業を地域社会
に開かれた相互依存性とともに再把握する理由
は，古い偏狭な資本主義では企業を「自己完結

的」［self-contained entity］と把握し，経済的利
益以外の社会問題や地域社会の問題を「守備範
囲外」［outside its proper scope］と決めてかか
ったからである。そして彼らによれば，「これは
CSR という概念を批判するに当たって，ミルト
ン・フリードマンが言葉巧みに展開した主張であ
る」（Porter and Kramer, 2011：66．邦訳：13）。

3　戦略論の視点：内部分析

資 源 ベ ー ス 戦 略 論（Resource-Based View, 
RBV）は Barney（1991）が考察したように，
Porter 的な外部分析に対して組織の資源と能力
に着目した内部分析を主張する。RBV はそのロ
ジックとの適合性もあり，「グッドビジネス」の
領域に多大な貢献をしている。それは主に環境
問題や CSR あるいは人材やイノベーションとの
関係などである。本稿では，RBV を Wernerfelt

（1984）からふり返る余裕はないので，「コア・コ
ンピタンス」という用語で普及した Hamel and 
Prahalad（1994）の議論を考察するにとどめたい。

Hamel and Prahalad（1994）が現在よりも未
来の市場にフォーカスしていたことは「コア・コ
ンピタンス」の文献で明確に指摘していた。ある
市場で，ドミナントデザインが決まり，大口顧客
と既存企業の構造化ができて，技術と需要の業
界の枠組みが固まったいわゆる既存市場の分析
には Porter や SWOT などの分析ツールは有効だ
が，技術も需要も未熟なこれからの市場では別の
ロジックが戦略論には必要だ，というのが彼らの
主張である。不確実性が高い未来の市場における
戦略的意図（strategic intent）の役割とか未来の
競争（competing for the future）の分析が，「コ
ア・コンピタンス」論の背景にあった（Hamel 
and Prahalad, 1994）。理論的には，RBV が持っ
ていた企業モデル（heterogeneity, inimitability, 
resources and capabilities などの概念）が重要だ
が，本稿にとっては戦略論としての RBV が「グ
ッドビジネス」にどのような貢献をしているかが
問題である。

この戦略論は，これまでの価値創造について
疑問を投げかけた。すなわち「企業が価値を
創造してそれを消費者に売る」（Prahalad and 
Ramaswamy, 2004．邦訳：11）という価値創造
プロセスがこれまでの経営学・経営実務の常識で
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あり，企業は消費者が望んでいる「経験」を無視
して自社が提供できる製品・サービスを市場に投
入してきた（セグメント・オブ・ワン）。この製品
にはこれくらいの需要があるだろうという測定を
通してはいるが，消費者が個別に期待する「経験」
の質を問わなかった。インターネット環境が整備
され，情報が企業と消費者の両方向に流れるよう
になった今，顧客はかつての情報の非対称性から
解放されて，豊富な商品知識をネット上でただで
入手することができるようになっている。顧客は
一方通行に製品情報を享受するような，受け身の
プレーヤーではなく，自らの交渉力に目覚めた存
在である。もはや価値は企業のみが創造するもの
ではなく，顧客とともに共創する時代となった。

この結果，彼らは市場の概念の転換について述
べる。「価値共創を契機にして，市場はフォーラ
ムとしての性格を持つようになる。そこでは消費
者，企業，消費者コミュニティ，企業ネットワー
ク間の対話が行われる。私たちは市場を，共創経
験を育む場として見なす必要がある」（Prahalad 
and Ramaswamy, 2004．邦訳：187）というので
ある。こうして未来の市場を「価値共創のフォー
ラム」として捉えた彼らは，企業のイノベーショ
ンも転換すると主張する。たとえばタイヤ産業に
ついて，「価値創造の重点がモノ（例：タイヤ）
から顧客経験（例：用途や運転習慣など，タイヤ
の摩耗や損傷に影響を与える要因に応じて，使
用料を取るしくみ）へと移っている」（Prahalad 
and Krishnan, 2008．邦訳：37）。

この簡単なレビューから分かることは，新しい
時代の市場の役割の変化であり，企業と顧客の情
報の非対称性に基づいた経営戦略やイノベーショ
ンのありかたの転換である。市場を価値共創「フ
ォーラム」と捉え直すならば，企業が自己の経済
利益のためだけに行動すると，顧客や消費者ネッ

トワーク（SNS など）やコミュニティから反撃
される（レピュテーション低下）までに時間がか
からない。またその反撃はかつて日本メーカーの
事例であったように，販売停止までいたる場合が
あり，企業にとってのダメージは大きくなる。「フ
ォーラム」の中で企業が社会性を持たねばならな
いことは明確である。

本稿では，経営戦略論の断面を考察して，外部
分析と内部分析では「価値創造」の考え方に明確
な違いがあることを発見した。両者ともイノベー
ションを重視し，顧客を重視しているだけに興味
深い比較分析をもたらすが，本稿の課題から外れ
るので別の機会に譲りたい。

Ⅵ　企業モデルのために

図 3 は新古典派の標準的な企業モデルである。
それぞれの関数数式はここでは省略するが，「グ
ッドビジネス」を扱う理論は，社会的価値関数を
この企業モデルに付加することになる。

当たり前のこととして認められてきている新古
典派の企業モデルについて，組織経済学ないし制
度派経営学の立場から，青木・伊丹（1985）は反
論している。その前提には青木（1984）にみられ
る理論がある。われわれは「グッドビジネス」の
理論化を目的とする観点から，青木らの議論を整
理しておくことで，われわれのめざす企業モデル
に接近できよう。

企業を，要素市場と製品市場の間にある単一の
行動単位（意思決定単位）とみなし，利潤極大化

（目的関数）をはかる技術的変換（生産関数）と
捉えることで，新古典派経済学は企業を「ブラ
ックボックス」（青木，1984：16）としてしか理
解してこなかった。組織経済学や制度派は，ブラ

図 3　企業モデル

投資家＝資本市場 競合他社
労働者＝労働市場 顧客

目的関数π
《企業》
生産関数 f

要素供給 製品需要

関数 g 関数 h
要素市場 製品市場

供給業者＝材料市場

《stakeholders》 《stakeholders》

地域社会
従業員
経営者

《stakeholders》

（青木昌彦・伊丹敬之（1985）『企業の経済学』岩波書店，pp.6-23 より筆者加筆し作成）
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ックボックスの中身こそ大切であると主張してい
る。それは「組織体としての企業」（青木・伊丹，
1985：7）という捉え方である。

第一に，現代の大規模でグローバル化した企業
は新古典派のモデルにあるような，その場限りの
スポット取引契約で労働，資金，原材料を購買す
るわけではなく，スポット取引で顧客に販売する
わけではない。第二に，組織体はたとえば数千人
の従業員が平等に「分業」しているわけではなく，
ヒエラルキーをもった垂直的な権限の階層を形成
している。その点で，アダム・スミスのピン工場
の「分業」と現代企業の組織化は異なる。したが
って「経営者の役割」（青木・伊丹，1985：9）が
重要になる。青木・伊丹（1985）の主張は，取引
の構造化の抽出である。

こうした新古典派企業モデルへの批判は，上記
の古典的な文献から 30 年が過ぎた今日でも繰り
返しなされていることから見ても，いかに新古典
派の影響が偉大かを物語っている。企業が利潤極
大化を単一目的とする場合は，少なくとも上記の
ようなスポット取引や単体の意思決定者という前
提条件がある場合のみである。それに対して組織
理論は，サイモンにみられるように企業を単一目
的の組織とはみなさない。経営戦略論は経営者の
個人資質と組織を分けて考えている。

現代では，新製品の開発能力が企業の持続的競
争優位を決める傾向はますます強くなった。オー
プン・イノベーションでは製品開発の前段階にな
る基礎研究が問われている。組織論が問題提起し
た取引の「構造化」はますます重要な論点になっ
ている。すなわち，従業員は企業特殊的スキルを
長年にわたって蓄積するから企業との関係はスポ
ット的ではなく，（正社員は）長期的雇用関係を
結ぶ。また，サプライヤーは関係特殊的な資産

（設備投資）を長期にわたって蓄積するからアセ
ンブラーとの関係は短期スポット的ではない。こ
うした制度的な枠組みを軽視すると，企業がそれ
ぞれ資源の異質性（resource heterogeneity）と
資源の固着性（resource immobility）を有してい
る実態と理論のギャップが大きくなってしまう。
容易には競合他社に模倣されない資源の模倣困難
性があるからこそ，持続的な競争優位が理論上，
可能になる。企業が外生的な技術（生産関数）し
か持ちえないのであれば，すべての企業は超過利

潤，シュンペーター的レントはともかくリカード
的レントは理論上持ちえない。

その一方で，模倣困難性という資源ベース論が
重視する持続的競争優位の根拠は，現代の技術環
境においてますます縮小しているのも事実であ
る。ダイナミック・ケイパビリティ論が主張する
ように，大きく変化する環境と「薄い市場」の中
で，いかにして資源のオーケストレーションや新
資源の開発を行うかが重要になっている。組織
ルーティンの硬直化ではなく，組織ルーティンの
進化を必要としているのである 6。

われわれの企業モデルにはこうした進化論的な
複雑性を組み込まなければならない。しかもその
複雑性は，オープン・イノベーションにみられる
ように，相互に補完性をもったネットワークから
由来している 7。

Ⅶ　 おわりに：教育プログラムとしての
意義

1952 年，米国が最盛期に入ろうとしていたこ
ろ，ゼネラルモーターズ（GM）会長チャールズ・
ウィルソンは，国防長官に任命された。そのとき，
記者から米国の利害と GM の利害が相反したと
きはどうするかと問われて「米国にとってよいこ
とは GM にとってもよいことだ」と答えた。こ
の有名なエピソードをふり返るとき，われわれは

「企業と社会」の関係が半世紀余りでこれほどま
でに変わったのかと驚かざるを得ない。

21 世紀の今日の企業環境において，どの企業
の経営者がウィルソンと同じことを言えるだろう
か。言えるとしたら，それはどんなニュアンスに
なるだろうか。企業と政府の蜜月時代は終わっ
た。同じように，企業とステークホルダーの関係
も複雑化してたいへんセンシティブなものに変わ
った。株主は多様化し，従業員の非典型化・非正
規化が日米で進み，労働者というひとくくりの社
会集団は崩壊した。グローバル化によるオフショ
ア生産はそれに輪をかけて，企業の組織内部を複
雑化した。一つの政策判断・戦略オプションがす
べてのステークホルダーにとって「よいこと」に
なる可能性は，残念ながら現代のマネジメントに
は絶望的に低い。
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現実がそうであるならば，グローバル時代の大
学教育の主眼は，多様な価値観を主体的に認める
能力を育成することにおかれなければならないだ
ろう。一つの組織（企業であれ国家であれ非営利
団体であれ）がすべての組織の価値観を代表した
り，支配したりすることない，複雑で分散化した
時代にわれわれは生きている。だからといってそ
れはニーチェ的なニヒリズムとはまったく異なる
ものだ。グローバル時代の人間にとって必要なの
は，「権力への意思」に向かう価値の相対化では
なく，自分の人生を意味あるものにするために自
己の内面に確たる価値観を育てることである。そ
して，同じように確たる価値観を他者が有してい
ることを尊重する多元主義である。

2016 年の国際社会では，欧米諸国で狭い資本
主義が支持を集めたことは事実である。しかし，
自分がそれを主張するとき，他民族や他国にとっ
てもまったく同様の主張をする権利があることを
知ることが教養であり文明である。ニヒリズムで
はない価値の相対主義とはこのことである。

お互いに認め合う精神は大学時代に培う教養か
ら生まれる。その教養があって初めて，われわれ
は利己主義（いわゆる“narrow capitalism”）を
越えることができる。その教養なしでは世界は

「万人が万人に対する狼」（ホッブス）の状況にな
り，誰もが自分だけの利益を追求して争いあい，
結局，誰もが満足も幸福も得られない社会になる
だろう。人類の文明は，何千年もかけて，そうい
う愚劣な社会を避けるために英知を出しあって築
かれたはずである 8。

グローバル人材の基礎はその意味での教養であ
り，GBI はその文脈での人格教育をするツールと
なると同時に，企業とは何かだけでなく，何であ
るべきかを学ぶための理論的基礎となろう。

注
 1 GBI は Scott Davis によって創案された概念であり

教育プログラムである。なお本研究の一部は 2016 年
度経営学部共同プロジェクト費によるものである。

 2 Scott Davis 教授には GBI の共同研究を通じてさま
ざまなご教示をいただいた。共同研究のメンバーに
もさまざまなご教示をいただいた。ここに記して感
謝したい。ただし本稿の考察は筆者個人のものであ

り，ありうる誤解も含めて文責はすべて筆者個人に
ある。

 3 たとえば Tranfield, Denyer and Smart （2003）が
しばしば引用されるが，さらに Rousseau （2006）の
Academy of Management の Presidential Address
における問題提起がある。この議論は最近の Briner 
and Walshe （2015）まで生産的に進んでおり，いま
だ議論は収束する様子がない。

 4 Andrews は 1989 年 当 時，Donald K. David Pro-
fessor of Business Administration, Emeritus, at the 
Harvard Business School。

 5 コーディネーション・コストは組織経済学の重要
な理論である。詳細は Milgrom and Roberts （1992）
および Gibbons （2013）を参照されたい。

 6 組織ルーティンの進化については Nelson and 
Winter （1982）を参照されたい。

 7 補完性という組織経済学の重要な論点については
Gibbons and Roberts （2013）に詳しい。そもそも青
木昌彦らの理論にはゲーム理論的な補完性が組み込
まれている（伊藤，1996）。

 8 経営における人間性については石坂（1968）に時
代を超えた考察がある。
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